（様式２－１）
企業・団体等概要書
	企　業　名
	

	代　表　者
	役 職
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏　名
	

	本社所在地
	〒　　　－

	
	


	業  　種
	

	事業内容
	

	資 本 金
	万円
	従業員数
	　　　人（うちパート　　人）

	設立年月
	西暦　　　　　　年            月
	決 算 月
	月

	
	株　主　名
	関　係
	比　率
	
	製品・サービス名
	比　率 

	株
	
	
	     ％
	売
	
	 　  ％ 

	主
	
	
	     ％
	上
	
	     ％ 

	構
	
	
	     ％
	構
	
	％

	成
	
	
	     ％
	成
	
	　　 ％

	
	その他
	
	％
	
	その他
	％

	
	合　　　計
	
	100％
	
	合　　　　　　 　　計
	100％ 

	
	会社名
	製品・サービス名
	比　率
	
	会社名
	製品・サービス名
	比　率

	主
	
	
	     ％
	主
	
	
	     ％

	要
	
	
	     ％
	要
	
	
	     ％

	販
	
	
	     ％
	仕
	
	
	     ％

	売
	
	
	％
	入
	
	
	％

	先
	その他
	
	     ％
	先
	その他
	
	     ％

	
	  合　計
	
	100％
	
	    合　計
	
	100％

	(1)　企業等の沿革（創業の経緯、資本金・事業の推移）

	
	

	(2)　自社の主力商品・サービスの内容

	

	(3)　経営状況と見通し

	






	
（様式２－２）　　　　　　　　　　３か年財務状況　　　　　　　　 （単位：　　円）

	　決算期 
項目
	令和　年　月期
	
	令和　年　月期
	
	令和　年　月期
	

	
	
	指数
	
	指数
	
	指数

	財　政　状　態
	流動資産
	
	100
	
	
	
	

	
	固定資産
	
	100
	
	
	
	

	
	総資産
	
	100
	
	
	
	

	
	流動負債
	
	100
	
	
	
	

	
	固定負債
	
	100
	
	
	
	

	
	資本金
	
	100
	
	
	
	

	
	自己資本
	
	100
	
	
	
	

	経　営　状　態
	売上高
	
	100
	
	
	
	

	
	売上総利益
	
	100
	
	
	
	

	
	経常利益
	
	100
	
	
	
	

	
	当期純利益
	
	100
	
	
	
	

	
	固定費
	
	100
	
	（様式２－２）
Excel様式もあります。
いずれかで作成してください。

	
	

	
	人件費※
	
	100
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	100
	
	
	
	

	
	支払金利
	
	100
	
	
	
	

	
	従業員数
	
	100
	
	
	
	

	財　　務　　比　　率　　分　　析
	財務
	損益分岐点売上高
	
	100
	
	
	
	

	
	
	フリーキャッシュフロー
	
	100
	
	
	
	

	
	収益性
	総資本経常利益率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	損益分岐点操業度
	
	100
	
	
	
	

	
	
	売上高経常利益率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	総資本回転率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	一人年間経常利益
	
	100
	
	
	
	

	
	安全性
	自己資本比率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	固定比率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	流動比率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	売上高金利率
	
	100
	
	
	
	

	
	成長性
	人件費増加率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	売上高増加率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	限界利益増加率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	経常利益増加率
	
	100
	
	
	
	

	
	
	固定資産増加率
	
	100
	
	
	
	

	
	商品力
	限界利益率
	
	100
	
	
	
	

	
	生産性
	一人月当限界利益
	
	100
	
	
	
	

	
	
	労働分配率
	
	100
	
	
	
	

	特記事項
	


※人件費は、賃金・賞与・雑給・法定福利費・厚生費・退職金・役員報酬が含まれるものとします。

（様式２－３）
（金融状況）　　（令和　　年　　月　　日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	金融機関名
	預　金
	借　入
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合 計
	
	
	

	財務状況
	



（補助金を伴う公的事業・制度の申請及び採択状況並びにその効果）
	他の公的補助等への申請経験
	
	採択状況
	

	申請時期
	

	公的機関名
	

	事業・制度名
	

	事業名
	

	実施期間
	～
	予算規模
	　　　　　　　　　千円［全体］

	申請代表者名
	

	連携・関係社名
	

	事業内容の概略
	

	本申請との相違点
	



	他の公的補助等への申請経験
	
	採択状況
	

	申請時期
	

	公的機関名
	

	事業・制度名
	

	事業名
	

	実施期間
	～
	予算規模
	　　　　　　　千円［全体］

	申請代表者名
	

	連携・関係社名
	

	事業内容の概略
	

	本申請との相違点
	


※複数ある場合は、適宜追加して下さい。

（様式３－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐新規　・　☐継続
事 業 計 画 書
	事業者名
	

	事業区分
	

	計画事業名
	



	事業期間
	令和　　年　　月　　～令和　　年　　月


※計画が複数年度にまたがる場合は、計画全体の期間を記載してください。なお、補助事業の採択は年度ごととなり、翌年度以降の採択を約束するものではありません（補助事業を継続する場合は、その都度希望調書を提出し、審査を経て採択される必要があります。）。
	令和８年度補助対象経費
(補助金額)
	　　　　　　　　　千円
（　　　　　　　　　千円）



	事業目的


	事業計画内容（要約200文字以内）


	事業スキーム図
※事業及び資金の流れ等が把握できるように記載してください。




（様式３－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐新規　・　☐継続
	[bookmark: OLE_LINK1]事業計画内容（詳細）
※令和８年度に実施する取組の詳細を概要と共に具体的に記載（計画１、計画２、計画３というように）してください。また、必要経費と取組の関連がわかるように記載してください。
※計画が複数年度にまたがる場合は、各年度の事業概要及び事業費を記載してください。
※事業計画内容を含めこれ以下の様式は複数ページにまたがってもかまいません。
※継続の場合は前年度までの取組内容も記載してください。


【記入例】
事業計画の実施概要　
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇・・・・・
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇・・・・・
※沖縄県産業における課題や業界課題、取り組み意義、県産業への波及見込み、申請者の実績や役割、課題を解決する方法、実現に向けた仮説、市場、ターゲット、ニーズ、検証や実証方法、取組後の将来像等、計画実施にあたる背景から将来像までを図表等を交え簡潔に記載してください。

■計画１　〇〇課題を解決するため〇〇と連携した研究開発
1. 〇〇と連携した研究開発およびエビデンス取得
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇・・・・・
・〇〇大学に研究委託　〇〇万円
1. 調査分析
開発技術にかかる分析・・・
・〇〇分析センターに委託　〇〇万円

■計画２　マーケティング戦略の構築および認知向上に向けた取組
1. 市場調査およびターゲットの設定
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇・・・・・
・自社内での展示会への調査旅費　〇〇万円
・アンケート調査委託　〇〇万円
1. 認知向上と効果測定
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇・・・・・

■計画３　自走化に向けた地域との連携および地域ブランド化検討
1. 業界内の連携模索
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇・・・・・
1. 地域活性化に向けたテストマーケティング
連携先と共同で産業〇〇〇に出展・・・
・出展費用　〇〇万円

・取組内容が確認できる資料があれば添付してください。
・類似した取組が他に行われている場合は、提案事業と類似する取組の相違点を記載してください。


（様式３－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐新規　・　☐継続
	年間スケジュール
	４月
	５月
	６
月
	７
月
	８
月
	９
月
	10
月
	11
月
	12
月
	１
月
	２
月
	３
月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※事業計画が複数年度にまたがる場合は、表を追加して各年度のスケジュールを記載してください。


	体制図（人員体制）




	
	役職
	名前
	電話番号
	電子メール

	統括責任者
	
	
	
	

	実務担当者
	
	
	
	

	経理担当者
	
	
	
	



（様式３－４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐新規　・　☐継続
	当事業による沖縄県の産業振興に資する効果
①事業を実施することで解決される沖縄県産業の課題（600字以内）







②直接的な効果







③間接的な効果（経済波及効果等）











（様式３－５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	補助を必要とする理由（600字以内）
※事業実施に補助を必要とする理由（自己資金等で実施できない理由）を記載してください。





（様式４－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐新規　・　☐継続
○事業の成果指標
補助事業を実施することで見込まれる効果、目指す目標を設定してください。
（アウトプット（活動目標）ではなく、定量的なアウトカム（成果・効果）が望ましい）
（事業が終了した数年後に発現する効果・成果があれば、その目標値を設定）
　※補助事業完了後５年間は、目標の達成状況等を確認するフォローアップ調査を行いますので、補助事業完了後も目標値の達成状況を確認・計測してください。

	成果指標名
	単位
	基準値
	目標値

	
	
	●
	R8
	R9
	R10
	R11
	R12

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	


	成果指標の設定理由（考え方）
成果指標1.



成果指標2.



成果指標3.



成果指標4.



成果指標5.







	目標値の算出根拠
	年度
成果指標
	R8
	R9
	R10
	R11
	R12

	1




	
	
	
	
	

	2




	
	
	
	
	

	3




	
	
	
	
	

	4


	
	
	
	
	

	5



	
	
	
	
	


※指標の根拠となる参考資料があれば添付してください。






（様式４－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☒継続

※継続事業のみ提出
○これまでの取組による成果指標の状況及び事業実績
	成果指標名
	単位
	
	R3
	R4
	R5
	R6
	R7

	1
	
	
	目標値
	
	
	
	
	

	
	
	
	実績値
	
	
	
	
	

	2
	
	
	目標値
	
	
	
	
	

	
	
	
	実績値
	
	
	
	
	

	3
	
	
	目標値
	
	
	
	
	

	
	
	
	実績値
	
	
	
	
	

	4
	
	
	目標値
	
	
	
	
	

	
	
	
	実績値
	
	
	
	
	

	5
	
	
	目標値
	
	
	
	
	

	
	
	
	実績値
	
	
	
	
	



	○定量実績（成果指標及び成果指標以外で数値を示せる実績）








○定性実績（数値で表せない実績があれば記述）








[bookmark: _Hlk189245826]○次年度以降の展望について（自走化の計画、補助終了後の取り組み等）











